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1.　はじめに
　本年（2016年）６月に、「学校における外国人児童生徒等に対する教育支援の充実方策につい
て（報告）」が文部科学省より公開された。これは、増加する「日本語指導が必要な児童生徒数」
に対して、「小・中・高校における外国人児童生徒等の受入体制の整備や日本語指導・教科指導、
生活指導等の充実を図る」ために「国、地方公共団体、学校、その他の関係者が今後取り組むべ
き施策の基本的かつ具体的な方向性について、とりまとめ、提言を行う」ことを趣旨としている。
そして、「具体的方策（提言）」としては以下が示された。
　（1）外国人児童生徒等教育の指導体制の整備・充実
　（2）外国人児童生徒等教育に携わる教員・支援員等の養成・確保
　（3）外国人児童生徒等教育における指導内容の改善・充実
　（4）外国人の子供等の就学・進学・就職の促進
 （文部科学省 HPによる：http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/28/06/1373387.htm）
　しかし、この報告は同時に、これまで長年にわたって学校教育の現場における日本語支援の必
要性や問題点等が指摘され、実践研究も多数報告され続けてはいる 1）ものの、いまだに課題が
多いことを露呈している。
　武蔵野大学（以下、本学）は 2012年の４月に有明キャンパスを開設した。それまでの拠点であっ
た西東京市に加えて江東区にも拠点を設けたことで、新たな地域との連携を構築・強化しつつあ
る。西東京市において本学大学院ビジネス日本語コースの留学生をサポートしてくださったシニ
アサポーターの方々のネットワークは現在有明でも継続稼働中であり、江東区においても地域と
連携した日本語教育分野における貢献についての模索がなされてきた。筆者は 20年ほど前より
江東区文化センターの講座を通じ、ボランティアのネットワークである「江東にほんごの会」の
方々と接点がある。また同文化センターの新たな日本語教育関連公開講座を担当させていただき
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３年目になる。そうした中で、地域の日本語教室でボランティアとして日本語を教える方々から
年少者の受け入れのご相談を受けたことをきっかけに、江東区の現状の把握と具体的な支援に向
けての活動を開始した。まだいくつかの活動が漸く軌道に乗り始めた段階ではあるが、本実践報
告においてこれまでの経緯と現在行っている実践の途中経過、現状をまとめて報告することで、
次なる課題と目標を明確にしたい。
2.　背景
　2020年の東京オリンピックに向けて江東区は各方面で活性化している。「外国人登録者数・外
国人住民数」も増加しており、平成 28年１月１日現在で 24,329人、その国籍も 114ヶ国と多
岐にわたっている。これは、平成 25年に少し減少を見たものの、平成 19年の 16,616人と比べ
ると約 1.5倍増である。外国人登録者の割合で見ると、東京都全体が 3.3％であるのに対し、江
東区は 4.9％と非常に高い。また、児童全体の人口もこの 10年間継続的な増加傾向が続いており、
区立小学校の児童数も増加の傾向にある。この数字からは、地域における「生活者としての外国
人」の存在が、ごく“普通”の状態となっていることがうかがえる。同時に、このような数字に
は直接現れない、日本語支援を必要とする年少者も増えていることが実感される。江東区は平成
元年と比べても、埋め立て開発によりこの 28年間で面積が 37.47㎢から 40.16㎢約 1.07倍に増
え、都内他区に比べて人口増加率が最も高く、まさに環境が激変している地域である。（いずれ
の数字も『江東区データブック 2016』による。）
　このような状況の中、ボランティアの日本語教室においては、すでに何年も前から成人学習者
のみでなく年少者の受け入れが試みられてきた。しかし、夜間開催の教室での受け入れは実質的
に難しく、結局は断念せざるを得なくなった教室もある一方で、受け入れ可としたことで集中的
に支援が必要な年少者が集まってしまい運営に困難を感じている教室もある。
　公立学校における年少者に対する日本語教育についても、こうした現状を鑑み、学校現場から
の依頼によって江東区教育委員会が委託業者の派遣を行っている。しかしそこには、委託支援の
時間的制約等から日本語の取り出し授業が途中で終わってしまっているという問題も生じてい
る。そこで、大学独自の活動を開始するよりは、教育委員会と連携してニーズのある各学校へ働
きかける道筋を作りたいと考え、まずは江東区教育委員会に下記内容（平成 27年当時）を提案
することで、具体的な支援に対して動き始めた。
（1）武蔵野大学の学生・院生の活用
　・有明キャンパス（開設４年目）、学部、大学院に 12カ国 500名弱の留学生が在籍している
　・ グローバル・コミュニケーション学部、日本語教員養成課程、大学院言語文化研究科に日本
語教育研究の専攻科とビジネス日本語コースが存在する
　→　留学生及び日本人学生による外国人児童支援が可能（既に荒川区では協力実績あり）
（2）「江東にほんごの会」との協力
　・既に年少者の受入の実績がある教室と、現状では受け入れられない教室が存在する
　・各教室間での情報共有連携のネットワークがある
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　→　区との連携強化と教室の存在地域、内容等の再検討
（3）「江東区公開講座」修了生と協働
　・平成 26年度修了生、平成 27年度修了生も地域のにほんご教室等で活躍中である
　・教員経験者等が存在する
　→　ヒューマンリソースの効果的な活用を検討
　ここで目指したものは、すでにある有効なリ
ソースを活用して有機的に繋げる「江東区の年少
者日本語支援等のネットワーク構築」である（図 1）。
これについては、平成 27年度中に江東区教育委
員会の賛同が得られ、区の中でも比較的日本語支
援が必要な児童が多く在籍するＤ小学校におい
て、先行事例としての試みがスタートした。
　期を同じくして、株式会社 URコミュニティの
支援企画室からも団地におけるに年少者向けにほ
んご教室開設の打診があり、そちらも併せて実際
の活動が始まった。以下にその概要をまとめる。
3.　実践の概要
3.1　公立Ｄ小学校における支援
　特に年少者の場合、日本語がほとんどできないと、クラスメートはもちろん担任の教員をはじ
め他の教員との意思疎通が困難となる。またこれまでの各地域の事例等 2）を参考に、当該小学
校での年少者の日本語支援は、
　日本語支援が必要な年少者と同じ母語話者（留学生）
　　　　　　　　　　　＋
　日本の学校文化にも詳しい日本語母語話者（ボランティア）
のペア体制（ダブルサポート）で必ず行うことに決めた。なお、
上記両者ともに日本語教育課程や日本語教育関連の講座を受
講している。
3.1.1　事前打合せ会議
　平成 27年 11月 4日（水） に、江東区教育委員会指導主事、学校長、副校長、支援担当ボラン
ティア（日本人、留学生）、筆者の打合せ会議を行い、以下を確認した。
地域
ボランティア
日本語教室
学校・
教育委員会
図 1　 「江東区の年少者日本語支援等のネット
ワーク構築」（提案当時）のイメージ
図 2　 支援対象年少者と支援者の
関係イメージ
｛
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１）具体的支援内容について
　・指導期間：平成 27年 12月～ 28年 3月（第Ⅰ期年度内の試行実施の検討）
２）指導体制の構築について
　① 「個人カルテ」の作成 3）
　② 日本語の現状レベルの測定 4）
　③ 学習カリキュラム・教材 5）
　　※支援内容については、個人情報の取り扱いについて特に留意しつつ適宜共有する。
　④ その他（放課後支援、配布物の翻訳等）
3.1.2　第Ⅰ期（全 13 回：平成 27 年 12 月 8日～ 28 年 3月 15 日）
１）支援対象者
　・ 当該校には中国語母語話者の在籍が比較的多く、そのうち日本語支援が必要と思われる児童
は６学年 15名とみられた。
２）支援者
　・中国語母語話者の留学生（学部生２名、大学院生２名）
　・学部日本語母語話者の学生１名
　・日本語母語話者のボランティア３名（内１名は元小学校教員）
　　※ 上記支援者が各回ペア（留学生＋日本語母語話者ボランティア）になって 13回の支援を
行った。
３）支援内容
　・ 当初は、別室にて取り出し授業を行った。人数はその日、その時間によってまちまちだった
が、１～数名が担任の判断により支援対象となった。また状況によってはクラスに入っての
支援を行った。
　・教材は、プリント補助教材の他、国語科の教科書や漢字のドリル等を用いた。
４）支援時間
　・途中の休憩時間を挟んで第２校時と第３校時に実施した。
５）支援記録
　・ 支援対象児童別に「日本語指導記録」を毎回記入し、同時に関係者（支援者、教育委員会、
筆者）にメールで報告、情報共有を行った。「日本語指導記録」は支援終了後電子化して次
への資料とした。
3.1.3　第Ⅱ期（全 34 回：平成 28 年 5月 6日～ 29 年 3月 10 日（予定））
１）支援対象者
　・ 継続の児童、および新規転入児童（教育委員会からの委託派遣が決定するまでの期間）、教
育委員会からの派遣指導が終了してもなおかつ日本語の支援が必要な児童。
２）支援者
　・中国語母語話者の留学生（学部生１名、大学院生１名）
　・日本語母語話者のボランティア２名
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　　※ Ⅰ期の継続支援者がペア（留学生＋日本語母語話者ボランティア）になって支援を行っ
ている。
３）支援内容
　・ 別室にて取り出し授業が中心となる。人数はⅠ期と同じく、各担任の判断により、１～数名
が支援対象となった。
　・ 教材は、プリント補助教材の他、『こどものにほんご』『みんなの日本語』等日本語教材の他、
児童が持参した国語科の教科書やドリル等を適宜用いている。また確認のための小テスト等
も実施している。
４）支援時間
　・ 支援日は火曜日に固定し、学校行事や休業日以外で年間 34回の予定を組んだ。途中の休憩
時間を挟んで第２校時と第３校時に実施している。
５）支援記録
　・ 支援対象児童別に「日本語指導記録」（新版）を毎回記入し、同時に関係者（支援者、教育
委員会、筆者）にも引き続きメールで報告、情報共有を行っている。
3.1.4　本支援における問題と課題
　Ⅱ期目の支援も３分の２（本稿執筆時点）に入ったことで、支援のスタイルは形をなしてきて
いる。また、曜日と時限を固定したことで、一定の効果も生んでいる。母語話者の留学生の存在
は、日本語がまだほとんどわからない段階の児童にとっては意思疎通のみならず、不安の解消に
もなる。また、最初に母語で収集している情報、たとえば嫌いなものやアレルギーの有無等の情
報も貴重である。
　但し、今の支援スタイルにおいては、支援対象児童が確実に一定期間固定されて取り出し授業
を受けているわけではないため、支援者には臨機応変の対応が要求される一方、長期的な学習到
達目標やそれに従ったシラバス等が立てにくい状況にある。また、支援児童によってはもっと集
中的に日本語支援を行った方が効果が現れると思われる対象者もいるため、通常の授業時間との
兼ね合いから、どのような時間枠で日本語支援の時間を設けるかが課題である。特に日本語を学
び始めた初期段階では、集中的に日本語支援するために放課後等の時間の確保が望まれ、その後
必要に応じて適宜クラスに入って支援を行うような体制が取れればより効果的になると思われ
る。
3.2　‌UR 都市機構賃貸住宅大島六丁目団地における支援‌
「URコミュニティにほんご教室」
3.2.1　事前打ち合わせ
　平成 28年 4月 2日（土）に、株式会社 URコミュニティ支援企画室より２名、講師候補者３
名と筆者にて打合せ会議を行い、以下を確認した。
１）具体的支援内容について
　・指導期間：第１ステージ　平成 28年 5月～ 6月
２）支援対象
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　・当該団地に居住する年少者（小学生児童を想定）
　　※ URコミュニティが生徒募集の案内（日、中、英 3言語）を作成し、対象地域に配布した。
希望者は事前申込み後面談し生徒として登録された。
３）支援内容
　・ 集合住宅居住者としてよきコミュニティを創造すべく、まず居住年少者の日本語支援（日本
語への動機付けと、集合住宅内でのルールを覚えることが中心）を行う。
3.2.2　第１ステージ（全６回：4/14,28,5/12,26,6/9,23）
１）支援対象者
　・ 当該団地に居住する年少者 9名（中国、インド）
　　 いざ蓋を開けてみると、兄弟で申し込んだ対象者もおり、
その結果未就学児（4歳）から 12歳が対象となった。ま
た、インド人の対象年少者はインターナショナルスクー
ルに通っている。
２）支援者
　・日本語母語話者ボランティア４名
３）支援内容
　・あいさつ、ひらがな、カタカナの読み書き、他
４）支援時間
　・支援日は第２、４木曜日に１時間（16:30－ 17:30）枠を固定して開室した。
５）支援記録
　・ 支援者が受け持ちの年少者毎に「日本語指導記録」を毎回記入し、併せて代表者が内容を関
係者（支援者、URコミュニティ、筆者）にメールで報告、情報共有を行った。
3.2.3　第２ステージ（全６回：10/13,‌27,‌11/10,‌24,‌12/8,‌15）
１）支援対象者
　・ 当該団地に居住する年少者 13名（中国、インド）
　　継続の５名に加え新規で５名を受け入れた。
２）支援者
　・ 日本語母語話者ボランティア５名（１名途中から参加）
３）支援内容
　・あいさつ、ひらがな、カタカナの読み書き、他
４）支援時間
　・ 支援日は第１ステージ同様、第２、４木曜日に１時間固
定したが、季節を考慮し、16:00－ 17:00の開室とした。
５）支援記録
　・ 第１ステージ同様支援者が受け持ちの年少者毎に「日本語指導記録」を毎回記入し、併せて
代表者が支援内容を関係者（支援者、URコミュニティ、筆者）にメールで報告、情報共有
図 3　第１シーズン教室風景
（画像処理済）
図 4　第２シーズン教室風景
（画像処理済）
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を行っている。これは相互の教授内容の共有、記録も意図している。
3.2.4　本支援における問題と課題
　本支援は、第１ステージの折には、団地自治会の会報誌にも取り上げられ、居住者への周知が
図られた。日本語という言語を強く教えることよりも、日本語に対する興味付けや、同じ地域に
居住する日本語母語話者との初歩的意思疎通ができること、コミュニティのルールに気がつくこ
とを主眼としているため、まずは楽しんで教室に来てくれることに気を配った。そのため、支援
者が得意な紙芝居やカルタ、歌などの遊びの要素を含むものも随時積極的に取り入れられた。
　第２ステージは、教室内のレイアウトを変えたこともあり、一緒に来ている母親たちも積極的
に加わろうとする動きが見られた。母親に対しては地域の日本語教室も紹介されたが、このにほ
んご教室自体の成人対象への拡大も視野に入れ、今後の教室運営を考える必要がある。また、登
録制とはいえ、参加者は無料で教室活動に参加しているが、その分、休んだり辞めたりしてしま
う危険性とも隣り合わせであるために、その点も考慮した運営方法を考えなければならない。そ
こで第２ステージは、第３ステージも見越した 12回での到達目標を設定することでより体系的
な内容構築を目指している。
3.3　荒川区日中友好協会との協働
　荒川区では、2007年より日中友好協会荒川支部の渡辺先生を中心に、留学生の区内小中学校
への派遣と、日本語の支援が行われている 6）。この支援には、天津外国語大学出身の本学留学生、
協定生が多く関わっていることもあり、情報を共有することで連携関係を構築する模索を始めた。
また具体的課題としては、支援協力留学生の引き継ぎ等の課題があるため、大学を利したより強
固で継続性のある人材登録制度を設けることが望まれている。
3.4　日本語支援横断会議
　平成 28年 9月 5日（月）13:30－ 14:30に本
学有明キャンパスにおいて、「児童・生徒に対す
る日本語支援の連携について」の連携を強めるべ
く、横断会議を開催際した。ここには、これまで
述べた「荒川区日本語児童支援」「江東区Ｄ小学
校日本語支援」「URコミュニティにほんご教室」
の関係者及び、「武蔵野大学孔子学院」からも出
席者を得て、長く児童・生徒の日本語支援をして
いらっしゃった荒川区の渡辺先生のノウハウと、
新たに始まった江東区の支援で情報交換をし、将
来的により良い支援環境・ネットワークの構築と、
支援者－児童・生徒双方のWin-Win環境を構築
すること、さらに孔子学院との連携も検討した。
図 5　横断会議が目指す連携のイメージ
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3.4.1　各支援内容の情報共有内容
１）荒川区の日本語児童・生徒支援
　すでに 2007年より支援が開始された。今期は４つの小学校で支援中であり、中学校での支援
も実施している。流れとしては、48時間の教育委員会依頼の日本語指導が終わった後、①小学
校より教育委員会指導室へ連絡が入ると、②指導室から渡辺先生に連絡が入り、③渡辺先生より
留学生リーダー（現在は本学学部生）に連絡が行く。④リーダーが学生を手配し、決定したら⑤
渡辺先生、指導室、その学生たちが学校へ赴いて具体的相談をする。
　基本的には１人の児童・生徒に対して担当学生が原則２名付き、担当を割り振って週２回（例
えば月・金）で支援する。支援は取り出し、教室内付き添いの両方を行う。また、場合によって
は給食（実費）も共にして、サポートする。支援期間の単位は半年間である。
　ボランティアの学生には教育委員会から謝金の支給と、支援終了後に修了証が渡され、これは
就職などの際にも役立っている。支援を受ける児童・生徒だけではなく、支援者の学生自身にとっ
てもとても貴重な経験となっている。
２）江東区の日本語児童支援
　昨年度、試みとしてＤ小学校で支援を始めたが、今年度は金曜日の２－３時間目に固定で支援
を行っている（年間 34回）。
　この児童支援は、学校文化にも詳しい日本人ボランティア（江東区文化センターの日本語講座
修了生）と武蔵野大学の留学生がペアになり教える形を取っている。教える児童の数は毎回異な
る。江東区教育委員会では予算化もしていただいた。原則として、教育委員会が委託した業者の
授業が終わった後にも支援が必要な児童を支援することになっているが、夏休み明けなど、その
手配がまだ終わっていない児童の支援も受け入れている。そうした児童への初学用の教材セット
を支給準備する必要がある。また、現在担当している留学生が、修士 2年生や学部 4年生である
ため、次の支援者にどのようにつなげるかが課題である。
３）URコミュニティにほんご教室
　URコミュニティでも、団地居住者に外国籍の方などが増え、日本語の注意事項を理解してい
ただく必要性などから日本語支援を考えた。現在までに、大島六丁目団地において第１シーズン
の支援（全６回）を行った。支援者は「江東にほんごの会」の方、および江東区文化センターの
講座修了生である。今回は小学生を募集したものの結局兄弟の未就学児も見ることとなり、中国
人３名、インド人６名を支援した。事後アンケートの結果は良好で、今年度は、あと第２シーズ
ン、第３シーズン（各６回）を計画している。まったく日本語が分からない対象者の場合はネイ
ティブの補佐の必要性も検討中である。また母親たちへの日本語支援も今後検討する必要がある。
４）武蔵野大学孔子学院
　今後孔子学院がコラボレーションできることを考えたい。そのため中国人留学生及び中国語を
学ぶ日本人学生を支援に派遣できるような人材バンクに検討の余地があるかを考える。
3.4.2　今後に向けての連携体制の構築
　適宜情報交換を行い、有機的な支援体制構築をめざす。理想的には 10年スパンで、いま支援
を受けている児童・生徒たちが大学生になったときに、次の世代を支援する体制を構築すること
江東区における年少者日本語教育支援の取り組み（村澤）
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を目指す。
4.　今後の計画と課題
　市瀬（2008）は、「外国人の子ども」に対する支援において現状を改善する関係機関として、
①学校現場、②保護者、③学級担任、④子どもの言語能力の評価、⑤指導カリキュラム、⑥指導
形態、⑦管理職、⑧クラスメート、⑨地域社会、⑩日本人の支援者 ･ボランティア、⑪外国人の
支援者 ･ボランティア、⑫企業、⑬教育委員会、⑭進学システム、⑮ 国際交流協会等、⑯大学 (
教員養成大学 )、⑰国 ･政府を挙げている。日本語支援が必要な対象者は一様ではないところに
難しさがあるが、個別のケースに対しても、関連する機関がいかにスムーズに支援に動けるかは、
横の連携が非常に重要であり、これについては、年少者の日本語教育支援に携わる方々から再三
再四指摘されてきた。現場で急を要する支援においては、すぐに対応できる人材の確保も重要で
ある。そこで、現在江東区で行っている取り組みでは、日本語のボランティアの方々（日本語母
語話者）と留学生及び日本語教育に関心のある日本語母語話者の学生を中心に、スムーズに支援
体制がとれるような環境とシステム作りを目指している。地域にニーズがあり、それに応える人
材がすでにいる江東区では、それらを繋ぐシステムをよりよく整備することで充実した支援が行
えるはずである。図 1や図 5に示したような連携を多重構造的に構築し、それがシステムとして
機能させられれば、継続的な支援が可能になると考えられる。
5.　おわりに
　本学が発信する江東区における日本語支援は、まだ緒に就いたばかりで課題も多い。しかし、
2016年度に改組して生まれたグローバル学部日本語コミュニケーション学科では、次世代を見
据えた日本語教員の養成を掲げている。本年度はまだ１年生である彼、彼女らが２年次に有明キャ
ンパスに移って来てからの活動先としても、地域との連携を深める道筋を考えている。先に触れ
た図５が構築されシステマチックに動き始めることを次年度の目標として進めていきたい。
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注
 1） 既に 1970年代から様々な研究があり、それをまとめた研究においても課題が指摘されている。
 松本恭子（2004）「年少者日本語教育研究の動向と課題」（2004年日本語教育学会研究集会－第 1回－
発表予稿（http://www.kikokusha-center.or.jp/resource/ronbun/kakuron/31/031.pdf最終閲覧日：2016
年 11月 26日））、松本恭子「年少者日本語教育研究の最近の動向と課題（2000年～ 2007年）－ボラン
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ティア支援者の立場からの問題提起－」（『平成 20年度日本語教育学会第１回研究集会予稿集』、61-64頁、
日本語教育学会、http://www.kikokusha-center.or.jp/resource/ronbun/kakuron/38/matsumoto02.pdf（最
終閲覧日：2016年 11月 26日））
 2） 斎藤ひろみ編、今澤悌・内田紀子・花島健司（2011）『外国人児童支援のための支援ガイドブック～子
どもたちのライフコースによりそって～』凡人社、斎藤ひろみ・池上摩希子・近田由紀子編（2015）『外
国人児童生徒の学びを創る授業実践 「ことばと教科の力」を育む浜松の取り組み』くろしお出版などに
詳しい。
 3） 臼井智美『ことばが通じなくても大丈夫！ 学級担任のための外国人児童生徒サポートマニュアル』明治
図書 pp.38-39等を参照したが、現場に合わせ、オリジナルの「個人カルテ」を作成した。
 4） 「外国人児童生徒のための JSL対話型アセスメント DLA」http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/
clarinet/003/1345413.htmの利用を試みたが、これにはある程度の習熟が必要であり、今後どのように
活用するかについては研修なども含めて検討する必要がある。
 5） 外国人児童・生徒用日本語テキスト「たのしいがっこう」http://www.kyoiku.metro.tokyo.jp/buka/
shidou/tanoshi_gakko.htm、文部科学省「かすたねっと」http://www.casta-net.jp/、田中薫（2015）『学
習力を育てる日本語指導 日本の未来を担う外国人児童・生徒のために』くろしお出版等を参考にした。
 6） 経緯の詳細は渡辺定子（2012）「留学生による中国の子どもたちへの支援について（荒川区教育委員会「海
外からの留学生派遣」）日中友好協会ハンドアウトに詳しい。また、この日本語支援を通じた研究として
は、孫暁英（2013）「在日中国人の生活実態及び今後の課題に関する一考察　－留学生支援者の報告書
の分析から－」『早稲田大学大学院教育研究科紀要』別冊 21号 -1,pp.47-57や、本学大学院言語文化研
究科言語文化専攻の修士論文、ビジネス日本語コースの特定課題研究などがある。
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